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土 井 修

（2）主要企業の資本蓄積

既述の通り、20世紀転換期の自動車のエネルギー源としては、蒸気、電

気、ガソリンの 3種が考えられ、それぞれの自動車が製造された。1900年

における自動車生産台数4,192台のうち、蒸気自動車の生産台数は40.1％、

電気自動車は37.6％、ガソリン車は22.3％と蒸気車が最も多かった。しか

し、その後ガソリン車の優秀性が認識され、1905年には、それぞれの比率

は7.2％、6.6％、86.2％とガソリン車と蒸気・電気車との地位は逆転した

（表2－2）。また、1905年の東部10州の登録台数で見ても、合計11,733台の

うちガソリン車は83.1％（このうち国産車に限ると78.0％）、蒸気車は12.0％、

電気車は4.9％とガソリン車は圧倒的地位を占めるに至った1）。以下、蒸気

自動車、電気自動車、ガソリン自動車に分けて、それぞれの主要企業の概

要を述べよう。

①蒸気自動車

1）概観

蒸気自動車企業の参入状況を見ると、表3－1の示す通りであるが、こ

の表から、（1）1899－1902年の間、参入企業数が最も多く、合計190社に達

し、これは1804－1938年間の合計参入企業数326社の52.1％に相当する、（2）

これら参入企業存続年数は10年以下がほとんどであり、特に 1年以下は全

体の43.3％を占めた（1804－1938年間の 1社当たりの平均存続年数は2.6年

であった）等が知られよう。

3



蒸気自動車を初めて製造したのは、フランスのN・J・キューニュー

（1769年、三輪車）と言われているが、米国では1805年に水陸両用車を製

造したO・エバンスであった。しかし、19世紀半ばまでいずれの実験も、
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重量が大きすぎる、道路条件が悪い等の理由で失敗に終わった。生産台数

についての統計も不十分で、既述の1900年：1,681台、1905年：1,568台、

1909年：2,374台が知られているが、その後は基本的にガソリン車に圧倒

され、市場から姿を消したと言える。以下、いくつかの企業ないし個人の

動向を紹介しよう（表3－2参照）。

2）主要企業

・シルベスター・H・ローパー（「ローパー」）

マサチューセッツ州ロックスベリーで舶用蒸気エンジンを製造していた

が、1859年に蒸気車の実験に取り組み、1865－95年間で10台の蒸気車を製

造した。1863年には二人乗り・ 2馬力・毎時 2～25マイルのスピードを有

する四輪車（燃料は石炭）を製造し、注目された。四輪車はサーカス団の

団員に売られたり、1894年にはボストンの煉瓦メーカーに売られた。1896

年には、ボストンのチャールズ・リバー・トラックでの二輪車によるレー

ス中に、衝突して死亡した2）。

・ボス・ニッティング・マシーン・ワークス（「ボス」）

1892年に、ジェームズ・L・エックは編み機製造会社を設立し（ペンシ

ルバニア州レディング）、その傍ら1897年に蒸気車を 2モデル製造した。

一つは 2気筒・ 7馬力・ホイールベース70インチの二人乗りラナバウト

（重量1,400ポンド、価格1,200ドル）、他は四人乗り蒸気車（850ドル）を製

造した。さらに、1905年には 2気筒・ 8馬力・ホイールベース75インチ、

1907年には同10馬力車を製造した。この間合計22台を製造した3）。

・ホフマン・オートモービル・アンド・マニュファクチャリング・カンパ

ニー（「ホフマン」）

L・E・ホフマン（クリーブランド）は、ホフマン・バイスクル・カンパ
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ニーの社長として自転車製造を行っていたが、1901年、軽量（700ポン

ド）・ 2気筒・ 6馬力の蒸気車を製造した（価格は750ドル）。翌1902年 1

月に同社を設立し、1902年型「ホフマン」（ 6馬力、価格は1,200ドル）を

製造するとともに、1903年には 1気筒・7.5馬力のガソリン車の製造も行っ

た。1903年には約100台の蒸気車を製造し、1904年型も製造したが、1904

年、同社はガソリン車「ロイヤル・ツーリスト」の製造に注力すべく、ロ

イヤル・モーター・カー・カンパニーに改組された。なお、同社は、1902

年10月、生産力増強のために資本金を10万ドルに引き上げたが、これを契

機に、E・D・シャーマーが社長に就任し、ホフマンは副社長となった。

1903年に退社しデトロイトのリライアンス・モーター・カー社に入社した

が、1912年には交通事故で死去した4）。

・レイン・モーター・ビークル・カンパニー（「レイン」）

W・J・レイン、G・レイン、J・M・レインの 3兄弟は、ニューヨーク州

のポケプシーで金物類の製造を行っていたが、1900年に蒸気車の製造を行

うことを決め、同社を設立した。同年、 6台の蒸気ラナバウトを販売した

（価格は1,100ドル）。以後10年間に22車種を製造し、1908年には89台、1909

年には約150台を生産した。 2気筒を採用し、20～30馬力車を製造し、最

大のものではホイールベースは125インチに及んだ（価格は750～ 2万1,000

ドル）。しかし、蒸気車の人気の低下とともに、同社は生産を停止した5）。

・スタンレー・モーター・キャリッジ・カンパニー（「スタンレー」）

F・E・スタンレーおよびF・O・スタンレーの双子の兄弟は、1885年に

写真の感光板の塗装機械の特許を取得し、メイン州のルイストンにスタン

レー・ドライ・プレート社を設立した（その後、マサチューセッツ州ニュ

ートンに移転）。他方で、蒸気車の開発に取り組み、1897年には、軽量の

ボイラーおよびエンジンを搭載した重量600ポンドの蒸気車「スタンレー」
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を完成した。この蒸気車の量産を行うため、翌1898年、スタンレー・ブラ

ザーズ・モーター・キャリッジ・カンパニーを設立し、1899年 7月までに

200台余りを製造・販売した。世界初の量産車として注目を浴びた。

翌1899年 5月、出版業者の J・B・ウォーカー（雑誌「コスモポリタン」

を出版）およびA・L・バーバー（バーバー・アスファルト・ペイビング

社社長）が同社事業を25万ドルで購入し、社名をロコモービル・カンパニ

ー・オブ・アメリカとした。その後両者は袂を分かち、バーバーはロコモ

ービル社を引き継ぎ、ウォーカーは同年末新たにモービル・カンパニー・

オブ・アメリカを設立した（後述）。

スタンレー兄弟は、1901年、再び蒸気車の製造を開始すべく、バーバー

からウォータータウン工場を買い戻した。そのため、スタンレー・モータ

ー・キャリッジ・カンパニーを設立し、再び「スタンレー」の生産を開始

した。

1902年には、（1）非復水エンジン、（2）前方へのボイラーの据え付け、

（3）リア・アクセルによる推進、（4）舵ハンドル、（5）2気筒・6.5馬力・

ホイールベース：78インチ等を特徴とする新型車「スタンレー」（ラナバ

ウト）を発表し、以後1906年には（1）ボイラーの座席の下への据え付け、

（2）ハンドルは丸ハンドル、（3）2気筒・10馬力・ホイールベース：90イ

ンチ（価格は1,000ドル）の大型車も製造するに至った。1906年には時速

127.66マイルの記録を達成し、ガソリン車を上回るほどであった。しかし、

（1）ガソリン車に比べて価格が高く、販売量が伸びない（平均2,600ドル、

年間600台）、（2）1912年にはガソリン車でのセルフ・スターターの開発に

よって、スタートの遅い蒸気車の人気は低下した（冷水を温めるまで時間

がかかる）等によって生産は停滞した。1911年までの生産台数は5,200台

であった。

第一次大戦期にはスタンレー兄弟は同社を退任し、同社は1918年初め、

シカゴの実業家P・ウォレンの支配下に入ったが、1923年に倒産し、1925
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年同社資産は新設のスチーム・ビークル・コーポレーション・オブ・アメ

リカに57万ドルで売却された。このビークル社も1927年には生産を停止し

た。なお、1924年までの生産台数の合計は約 1万4,000台であった6）。

・ロコモービル・カンパニー・オブ・アメリカ（「ロコモービル」）

既述の通り、J・BウォーカーとA・L・バーバーは、スタンレー蒸気車

の製造権および工場を取得し、1899年 6月、資本金250万ドルでオートモ

ービル・カンパニー・オブ・アメリカをウェスト・バージニア州で設立し

た。その直後、同名の他社が存在することを知り、社名をロコモービル・

カンパニー・オブ・アメリカに変更した。同年 7月には、ウォーカーとバ

ーバーの対立が生じ、ウォーカーは新たにモービル・カンパニー・オブ・

アメリカを設立し、自ら経営に当たった（後述）。

バーバーはロコモービル社を引き継ぎ、日産 4台の生産能力の工場をコ

ネチカット州ブリッジポートに有し、各地に販売店や修理工場を持つこと

になった。その後、低価格のラナバウトをはじめとする様々な車種の蒸気

車「ロコモービル」の生産を行い、1899－1902年の間に生産された自動車

22,000台のうち同社の「ロコモービル」は、22.7％を占める5,000台に達し

た（1899年：600台、1900年：1,600台、1901年：1,400台、1902年：1,100台）

（表3－3）。特に、1901年および1902年には第一位となり、蒸気車と同社

の自動車業界における位置を窺い知ることができよう7）。こうした量産に

伴って同年10月には資本金を500万ドルに引き上げた（さらにその後優先

株150万ドルを発行した）。

しかし、 1台5,000ドルという高価格のため販売の減少傾向が続き、また、

蒸気車は15～20マイル毎に給水の必要があることやボイラーの爆発事故が

生じる可能性があることなどを考慮した結果、1902年にはガソリン車製造

に転換することを決めた。ガソリン車製造のためにA・L・ライカー（ラ

イカーは1899年にニュージャージー州のエリザベスポートに工場を有する
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ライカー・エレクトリック・ビークル社を設立）を招き、また、1902年 1

月には普通株50万ドルを削減する目的で優先株50万ドルの発行を決めた。

ライカーの設計したガソリン車は、 2気筒ないし 4気筒・ 9～22馬力の

高価格車（5,000ドル）で、その製造・販売は順調ではなかった。結局、1903

年初めには同社の経営状態は悪化し、バーバーは持株を担保として J・J・

オルブライト（マリン・ナショナル・バンク・オブ・バッファロー副頭取）

による保証の下、商業銀行から融資を受けざるを得なかった。結局、バー

バーは退社し、代わりに J・J・オルブライトを中心とするグループが同社

取締役に就任した。1910年時点で J・J・オルブライトは同社最大の個人株

主となった。

1912年には、同社は 5トン・モデルのトラック部門に進出した。そのた

め、同年 7月、150万ドルの 6％・10年担保社債および250万ドルの 6％・

12年・無担保社債を発行し、主に株主割当で売り捌いたが、担保社債はス

ペンサー・トラスク商会を幹事とするシンジケート（バッファローの J・

C・ダン商会、ベイカー＆ワトソン）によって売り出された。
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1907年 7月 1日時点の資産額は638万ドルで、そのうち特許権は405万ド

ルを占め、負債項目では資本金500万ドルの他122万ドルの短期借入金が主

たるものであった。1914年 3月末までに、資産額は1,230万ドルに達し、負

債項目の主なものは普通株が125万ドル増加して625万ドル、長期負債が

234万ドル、一時借入金が217万ドル等であった。また、1914年 3月末時点の

取締役は S・T・デイビス・ジュニア（社長、バーバーの義理の息子）、

A・L・ライカー（副社長）、T・H・トーマス、R・K・オルブライト、F・

R・ヒックマン、ラルフ・プラム、J・T・ローチェ、サンフォード・スト

ダッド、ラングドン・オルブライト、J・W・ロビンソン、J・F・ハベマイ

ヤー、J・J・オルブライトであった。

なお、その後の同社は、第一次大戦期にトラック生産で業績を上げたも

のの、戦後1920年には改組を余儀なくされ、まず、同社の資産は新設のロ

コモービル・カンパニーに移され、この新設会社はヘアーズ・モーター

ズ・インコーポレーション（1919年末にパッカード社前幹部のE・S・ヘ

アーによって設立された）の傘下に入った。このヘアーズ社には、マーサ

ー・モーターズ（マーサー・オートモビールズを改組、シムプレックス・

オートモービル社を吸収）も加わった。ロコモービル社は、改組に当たっ

て300万ドルの運転資金を調達すべく、無額面株12万株を 1株25ドルでコ

ルゲイト・パーカー商会およびヘムヒル・ノイエス商会を通して売り出し

た。また、マーサー・モーターズも1919年10月、無額面株 8万9,000株を 1

株40ドルでコルゲイト・パーカー商会を通して売り出した（356万ドル）。

しかし、こうした試みも奏功せず、1922年には倒産した。

その後、1922年10月、W・C・デュラントが同社資産を175万ドルで購入

し、新たにロコモーティブ・カンパニー・オブ・アメリカ・インコーポレ

イテッドを設立し、デュラント・モーターズ・インコーポレイテッドの子

会社とした。1923－27年、年間500～2,000台を生産したが、高価格が一因

で、1932年 2月、同社資産は20万ドルで売却された8）。

12



・モービル・カンパニー・オブ・アメリカ（「モービル」）

1899年夏、既述の通り、J・B・ウォーカーは、バーバーと袂を分かち、

「スタンレー」車をタリータウン工場（ニューヨーク市北部にあり、以前

スタンレー社の工場であった）で製造すべく、同社を設立した。授権資本

金は100万ドル（普通株50万ドル、優先株50万ドル）で、1900年11月、運

転資本調達のため優先株40万ドルを自社で売り出した。ウォーカーが社長

で、副社長はW・A・ベル、総支配人はスタンレー兄弟が務めた。同社の

製造する車名は「モービル」とし、「ロコモービル」と機能的にはほぼ同じ

であったが、車種が極めて豊富なのが特徴であった（1902年には20種類、

1903年には15種類のモデルを製造した）。価格は750ドル～3,000ドルで、

1903年末までに600台を生産した。この間、1902年には、550ドルの低価格

車を製造すべく、授権資本金の400万ドルへの引上げや社債の発行を検討

したが、ガソリン車の台頭によって1903年初め、タリータウンの工場を閉

鎖した。この工場は、1904年 5月、後述のマックスウェル－ブリスコー社

に売却された9）。

・ホワイト・モーター（ホワイト・ソーイング・マシン／ザ・ホワイト・

カンパニー）（「ホワイト」）

創立者であるT・H・ホワイトは、1866年、ミシン製造を行っていたホ

ワイト・ソーイング・マシン社をマサチューセッツからクリーブランドに

移し、1898年から蒸気自動車の製造に乗り出した。1900年に「ホワイト・

スチーマー」を売出し、「モデルA］として15台を製造した。T・H・ホワ

イトの息子であるW・T・ホワイト、R・H・ホワイト、W・C・ホワイト

の 3兄弟が、以後自動車生産に関わっていくことになり、毎年新モデルを

生産した。1901年「モデルA」（193台）、1902年「モデルB」（1,200ドル）、

1903年「モデルC」（2,000ドル、502台）、1904年「モデルD」、1905年「モ

デルE」（3,200ドル、1,015台）、1906年「モデルF」（3,500ドル、1,534台）
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等であった。1903年にはホワイト・ソーイングの自動車支店をデトロイト、

サンフランシスコ、ボストン、ニューヨークの他ロンドンにも設置し、そ

の後もヨーロッパ各地、オーストラリア、日本、ハワイ、フィリピンに支

店を設けた。

1906年11月、ホワイト・ソーイングの自動車部門を独立させ、ザ・ホワ

イト・カンパニーを資本金250万ドルで設立した。1908年11月、生産力増

強のために資本金を250万ドルから300万ドル（普通株250万ドル、7％優先

株50万ドル）に引き上げた。1909年にはガソリン車の製造に進出し（フラ

ンスのデレィエが開発したエンジンを採用）、1910年には、1,208台の蒸気

自動車の他、1,200台のガソリン乗用車（ 4気筒車、 6気筒車）、80台のガ

ソリン・トラック（0.75トン、1.5トン、3トン、5トン用の 4車種）を生産

した。なお、1911年には蒸気自動車生産を停止した（蒸気自動車の生産総

数は9,122台）。社長はW・T・ホワイトで、取締役はT・H・ホワイト、R・

H・ホワイト、W・C・ホワイト、H・H・ホワイト、M・B・ジョンソン、E・

W・ヒューレット、F・S・ポーター、A・R・ワーナー、F・M・サンダー

ソン（クリーブランド）であった10）。

②電気自動車

1）概観

米国で初めて電気車が製造されたのは1888年と言われているが、1897年

までには一般に販売されるようになった。当時、電気車は、蒸気車やガソ

リン車に比べて、（1）製造方法が簡単で、動力源の電気も相対的に安全で

ある、（2）操縦が容易である、等の利点があったが、（1）1回の充電によ

る走行距離は最大40～50マイル程度にすぎない、（2）充電に時間がかかる、

（3）蓄電池は重量があり、走行性能に影響を与える、（4）充電施設が必要

となる、等の難点を抱えていた。しかし、タクシーや配達車など限られた

分野での利用が行われ、19世紀末から多くの企業が参入した（表3－4）。
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蒸気車の場合とほぼ同様に、参入企業数は1899－1900年にピークに達し

（蒸気車の場合は1900－1901年がピーク）、その後1902年以降急速に減少し

た。これは、1901年にニューヨークで開催された「全米自動車ショー」で、

ガソリン自動車の優越性が確認されたためであったが、電気車の場合は、

蒸気車の場合に比べて、参入企業数はそれほど激減しなかったことは留意

すべき点であろう。もっとも、電気車の場合も、1912年型キャデラックへ

のセルフ・スターターの導入によって、ガソリン車に全く太刀打ちできな

くなったと言われる11）。

2）主要企業（表3－5）

・エレクトリック・ビークル・カンパニー（「エレクトリック・ビークル」、

「コロンビア」）

後に親会社となるエレクトリック・ストーレッジ・バッテリー・カンパ

ニーは、1888年に鉛蓄電池のメーカーとしてニュージャージーで設立され

たが、1894年には米国や英独仏の諸企業から鉛蓄電池に関する製造特許・

販売権を取得し、一躍大手企業となり、翌1895年には授権資本金は1,000

万ドル（普通株500万ドル、優先株500万ドル）に達した。工場所在地は同

州カムデンおよびフィラデルフィアであった。

1897年、ストーレッジ社社長の I・L・ライスは、エレクトリック・キャ

リッジ・アンド・ワゴン・カンパニー（1896年にニューヨーク市でのタク

シー業を目的としてH・G・モリスとP・Gサロムによって設立された）を

買収し、鉛蓄電池の販路を確保すべく、鉛蓄電池を利用した電気自動車に

よるタクシー業界への参入を計画した。翌1897年 9月、上記エレクトリッ

ク・キャリッジの資産を引き継いでエレクトリック・ビークル・カンパニ

ーをニュージャージー州に授権資本金1,000万ドル（普通株500万ドル、優

先株500万ドル）で設立した。設立後、ニューヨークに数百台のタクシー

を擁する営業所を確保し、そのため優先株600株（ 6万ドル）を発行し、
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さらに1898年 1月には、優先株2,500株（25万ドル）がケスラー商会によっ

て売り出された（シンジケート引受）12）。

他方、1893年以降ニューヨークのメトロポリタン・ストリート・レール

ウェイを中心とする電鉄業を営んでいた「ホイットニー／ライアン・シン

ジケート」が、従来の圧縮空気や電気ケーブル利用の電鉄の他に、より安

価な鉛蓄電池利用による電気自動車に関心を寄せ、メトロポリタン社は

1896年、エレクトリック・ストーレッジ社の株式109万ドルを取得した

（当時のストーレッジ社の普通株は850万ドル）13）。なお、同シンジケートは、

W・C・ホイットニーおよびT・F・ライアンを中心としてA・N・ブレイデ

ィ、P・A・B・ワイドナー、W・T・エルキンズ、T・ドーラン等ニューヨ

ークおよびフィラデルフィア出身者からなっていた（後述）。

1899年初め、同シンジケートは、ライスからエレクトリック株 1株141

ドルでその持分を購入し、同社の支配権を取得し、タクシー業の開始を試
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みた。しかし、それには200台の電気車が必要とされ、そのためには当時

電気車（「コロンビア」）とガソリン車を製造しつつあったポープ・マニュ

ファクチャリングの協力が必要であった。同年 4月、エレクトリック・ス

トーレッジ・バッテリー社とポープ社は共同で、授権資本金300万ドルで

コロンビア・オートモービル・カンパニーをニュージャージーで設立し、

鉛蓄電池製造権および自動車製造工場を取得した。その見返りに、ストー

レッジ社、ポープ社にそれぞれ100万ドルの株式が与えられ、また、同シ

ンジケートは運転資金として100万ドルを拠出した。さらに、翌 5月には、

エレクトリック社およびコロンビア社の電気自動車生産事業を統合して、

コロンビア＆エレクトリック・ビークル社が授権資本金500万ドルで設立

された（ただし、コロンビア社の鉛蓄電池の製造権は除く）。資産提供の

見返りに、エレクトリック社はその500万ドルのうち250万ドル、コロンビ

ア社も250万ドルを取得した。これによって、コロンビア＆エレクトリッ

ク社は電気自動車の生産を行い、エレクトリック社はその生産分をすべて

購入し、ニューヨークを始めとする全米各地のタクシー会社の持株会社と

してタクシー事業を推進することになった。

こうした企業組織構造を形成すべく、1899年 1月には、ストーレッジ社

はエレクトリック社優先株194万ドルを購入するとともに、その後1899年

5月には鉛電池供給契約の見返りに200万ドルの普通株を取得した。こう

してストーレッジ社はエレクトリック社株式（1,200万ドル）の約 3分の 1

を保有することになった。なお、ストーレッジ社は、1899年 5月、授権資

本金を1,350万ドルから1,800万ドルへ引き上げ、このうち337万5,000ドルを

株主割当を通して調達した。このうち219万ドルはエレクトリック社株式

およびポープ社の工場取得、45万ドルは社債償還に充てられた。

他方、エレクトリック社は、1899年初めには上記優先株194万ドル、さ

らに優先株200万ドル（「シンジケート」が購入）を発行していたが、同

年 4月には普通株200万ドルをさらに発行し、これらの調達資金は、上記

米国自動車産業再編成と対外進出（1897-1933年）（3）
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ストーレッジ社への支払い、シカゴに工場を有するジーメンス＆ハルス

ケ・エレクトリックの買収（約100万ドル）、コロンビア＆エレクトリック

社株式6,000株の取得（60万ドル）、運転資金、同社傘下のタクシー会社の

株式取得等に充てられた。タクシー会社株式は、ニューヨーク・エレクト

リック・ビークル・トランスポーテーション 7万株、ニューイングラン

ド・エレクトリック・ビークル・トランスポーテーション 5万株等であっ

た14）。

こうして、1899年中頃には、同社はエレクトリック・ストーレッジの傘

下にあって、同社支配下のコロンビア＆エレクトリックが電気自動車を生

産し、それを同社が購入し、各地の輸送会社に販売するというシステムが

完成した（コロンビア・オートモービルは蓄電池の独占的製造権のみを保

有することになった）。そして、エレクトリック・ストーレッジ、同社と

もに、「ホイットニー／ライアン・シンジケート」の支配下に置かれた。

同社は1899年 7月には4,200台の電気自動車をコロンビア＆エレクトリッ

クに発注した（ポープ社の自動車部門は、1898－99年に500台の電気車、

40台のガソリン車を製造していた）。

1900年 6月には、同年の生産台数は1,000台で、合計3,000ないし4,000台

が営業に投入されるものと予想された。また、フランスのパリでも営業所

を設け、営業を始めた。また、同年 6月には、コロンビア＆エレクトリッ

ク・ビークルの残余株式（コロンビア・オートモービル保有分）の取得お

よびニュー・ヘイブン・キャリッジの株式取得を目的として、普通株、優

先株ともに300万ドルの増資を行った（その結果、それぞれの発行額は

1,000万ドル、800万ドルとなった）。これによって、コロンビア＆エレク

トリックの株式を100％保有することになり、再び同社自ら電気車・ガソ

リン車の生産に従事することとなり、経営効率が高まった。1904年には、

時速15マイルの小型電気ラナバウト（価格は850ドル）から時速45マイル

の 4気筒・30～36馬力のガソリン・ツーリング車（価格は5,000ドル）まで
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37車種が揃った。さらに、同年12月、電気自動車生産独占を目的として、

ライカー・エレクトリック・ビークル（ニュージャージーで1899年 6月に

資本金700万ドルで設立された）を買収し、そのため普通株、優先株を100

万ドルずつ発行した（その結果普通株の発行残高は1,040万ドル、優先株

は840万ドル）15）。

なお、1901年には、短期借入金の長期借換および運転資金確保を目的と

して、167万5,000ドルの社債（ 6％、3年）を発行し（株主割当）、その後

225万ドルに引上げた（引受）。

同社の電気自動車は、1900年末には3,000～4,000台に達すると予想され

ていたが、既述の通り、電気自動車には、（1）運転が静かである、（2）排

ガス等がなくクリーンである、（3）運転が容易である、等の長所があるが、

反面、（1）蓄電池 1台当たり走行マイル数は、新規電池で40マイル、再充

電電池で18マイルで、相対的に短い、（2）充電のための給電所を各地に設

けねばならず、しかも 1回の充電に約 8時間かかる、（3）自動車の総荷重

の約2,500ポンドに対して蓄電池は約2,200ポンドと重く、有効積載量を減

少させる、等の短所があり、ガソリン自動車の有望性が明らかになるにつ

れて、その需要は低下せざるを得なかった16）。かくて、1907年恐慌に伴っ

て、1907年12月には、同社の負債総額は360万ドルに達し、倒産するに至

った。その後、同社は改組されてコロンビア・モーター・カー社となった

（資本金200万ドル、「コロンビア」を生産）が、改組の奏功なく1910年に

は後述のユナイテッド・ステイツ・モーター社に吸収された。

なお、同社は、ポープ社の自動車部門を吸収する際、自動車生産に関す

る特許侵害の問題を検討し、その結果、自動車生産の独占を目指すべく、

1899年11月にG・B・セルデンからいわゆる「セルデン特許」を購入した。

電気自動車の不振を背景に、特許料収入を目指して他自動車企業との間で

特許侵害訴訟を展開し、1903年に和解が成立し、その結果多くの自動車企

業からなる協会ALAMが設立された。これによって同社は参加企業から

米国自動車産業再編成と対外進出（1897-1933年）（3）
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特許料を得ることになったが、この協会に参加しない企業との間で訴訟が

展開されることになった。その相手の代表はフォード・モーター社であっ

た17）。

最後に、「ホイットニー／ライアン・シンジケート」について触れてお

こう。W・C・ホイットニーは、スタンダード・オイル・トラストのO・

H・ペインと義兄弟の関係にあり、ニューヨーク市の企業担当弁護士とし

て働いていたが、1883年にT・F・ライアンのグループが、ケーブルによ

る鉄道（地中に埋設されたケーブルによって牽引される路面鉄道）の建設

を目的としてニューヨーク・ケーブル・レールウェイ・カンパニーを設立

し、その結果、馬車を利用した鉄道業者との間で敷設権取得を巡って激し

く争うことになった。このため、ホイットニーはライアン・グループの弁

護士として招かれ、これを機に両者の関係が深まることになった。この争

いは、ライアン・ホイットニー・グループが勝利し、改組によって新たに

メトロポリタン・トラクション・カンパニーを設立した。しかし、ケーブ

ルによる鉄道は、騒音が大きい、ブレーキが難しい、角を曲がるのに時間

がかかる等に難点があり、事故も多発したため、1889年、トラクションの

傘下にメトロポリタン・ストリート・レールウェイを設立し、電気を動力

源とすることを決めた。その結果、新たに開発された鉛蓄電池の利用を検

討したが、ホイットニーが1885～1889年間、クリーブランド政権下で海軍

長官に就任していたため、その解決が遅れることになった。1901年にイン

ターアーバン・ストリート・レールウェイ、1902年にメトロポリタン・セ

キュリティーズを設立し、改組を目指したが、1906年にはメトロポリタ

ン・ストリート・システムとインターボロー・ラピッド・トランジットの

統合を目的としたインターボロー－メトロポリタンが設立された（授権資

本金は 1億5,500万ドル）18）。鉛蓄電池の確保を目的としてエレクトリッ

ク・ストーレッジ社を支配下に収めたことは既に述べたが、鉛に関しては、

グッゲンハイム一族と協力して鉛鉱山会社の統合を進めた（ホイットニー
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はグッゲンハイム・エクスプロレーション社の取締役を務めた）。1901年

5月頃、ユニオン・レッド＆オイル社の支配的株式を取得し、1902年には

グッゲンハイム一族とともに、ユニオン社を含めた企業統合を計画し、

1903年には新たに持株会社ユナイテッド・レッドを設立した。1906年には

ユナイテッド社はナショナル・レッド社に統合され、ナショナル社はグッ

ゲンハイム一族やその支配下にあるアメリカン・スメルティング＆リファ

イニング社の支配下に入った19）。さらに、鉛に関しては、ホイットニーは、

1892年、新たに開発された効率的な印刷判型機（ライノタイプ）のメルゲ

ンターラー・ライノタイプ社の取締役を務めていた。こうして、鉛採掘・

鉛蓄電池・電気自動車生産・タクシー業を行うという意味で「鉛・タクシ

ー・トラスト（Lead-Cab-Trust）」とも呼ばれた20）。

同シンジケートが関わったもう一つの産業は、タバコ産業であった。同

シンジケートは、1898年、「タバコ王」J・B・デューク支配下のアメリカ

ン・タバコ社（O・H・ペインがデュークの協力者として取締役に就任し

ている）に対する競争企業を統合すべく、ユニオン・タバコ社を設立し、

シガレット企業やパイプたばこ企業を統合したほか、噛みたばこの有力企

業のリゲット・アンド・マイヤーズ社に対する買収選択権を取得した。次

いで、1899年 4月には、ユニオン社およびリゲット社買収選択権のアメリ

カン・タバコ社への売却を決めた。その結果、同シンジケート・メンバー

はアメリカン社取締役に就任した。さらに、1901年 6月、アメリカン社と

コンチネンタル・タバコ社（アメリカン社への対抗企業として1898年に設

立され、アメリカン社はその少数株主であった）の統合を目指して持株会

社コンソリデイテッド・タバコ社を設立した。1904年10月にはこれら 3社

を吸収して単一のアメリカン・タバコ社へ改組された21）。

他方、金融機関との関係については、1898年にニューヨーク市のステイ

ト・トラスト社の支配権を握ったのがその端緒であるが、1900年には同ト

ラストの乱脈融資が問題となり、そのため同トラストをモートン・トラス

米国自動車産業再編成と対外進出（1897-1933年）（3）
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トが吸収することになった。以後、同シンジケートとモートン・トラスト

との関係は極めて密接となった。また、W・C・ホイットニーは1904年に

死去したが、それまでニューヨーク・ライフ、ミューチュアル・ライフの

取締役を務めていた。保有証券を見ると、モートン・トラスト、ナショナ

ル・バンク・オブ・コマースの株式を保有している（後述）。なお、W・

C・ホイットニーの取締役兼任関係はその息子のH・P・ホイットニーに受

継がれた22）。T・F・ライアンは、バージニア州出身で、既述の諸企業への

関与の他、リッチモンド・アンド・ダンビル、セントラル・オブ・ジョー

ジア、シーボード・エア・ライン等の鉄道企業の改組やナショナル・バン

ク・オブ・コマースによるウェスタン・ナショナルバンクの吸収への関与、

ワシントン・ライフに対する支配権獲得、アメリカン・シュアティやユニ

オン・エクスチェンジ・バンクへの取締役就任等があるが、最も特筆すべ

きは、1905年、エクイッタブル・ライフの支配的株式502株を、J・H・ハ

イドから250万ドルで購入したことであった。この株式は 5年間の議決権

信託に付されたが、ライアンは1909年11月、合計564株を J・P・モルガン

に約409万ドルで売却した。1913年10月、J・P・モルガンは、このうち 4

分の 1に当たる141株を101万ドルで、J・A・スティルマン（ナショナル・

シティ・バンク）、G・F・ベイカー（ファースト・ナショナル・バンク）

にそれぞれに売却した。さらに、1915年 6月には、モルガンの遺産相続人、

スティルマン、ベイカー三者は持株すべてをT・コールマン・デュポンに

約439万ドルで売却し、支払いはデュポン・セキュリティーズ社 6％ノー

トおよびエクイッタブル・オフィス・ビルディング社 6％社債で行われた

（後述）23）。

同シンジケートの概略はほぼ以上のようなものであるが、いくつかの表

を用いて再確認しておこう。まず、エレクトリック社、ストーレッジ社、

同シンジケート・メンバーの取締役兼任関係を見ると（表3－6）、エレク

トリック社とストーレッジ社との間の兼任関係が多いが、これは、既述の
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ような両者間の資本的関係によるものであり、また、同シンジケート・メ

ンバーはその他の既述の金融機関や企業との兼任関係も多い。

次に、ホイットニーの証券保有状況を見ると（表3－7）、（1）オリバ

ー・H・ペインとの関係でスタンダード・オイル株式が最も多い、（2）次

いでアメリカン・タバコ関係企業、グッゲンハイム・エクスプロレーショ

ン、モートン・トラストが多い、（3）ムア＆シュレイは、ホイットニーの

代理人を務めているため比較的多くなっている等の特徴が窺えよう。また、

米国自動車産業再編成と対外進出（1897-1933年）（3）
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同シンジケート・メンバーの株式保有の一端を見ると（表3－8）、コンソ

リデイテッド・タバコの場合、デューク一族以外はほとんどがこのシンジ

ケート・メンバーで占められていることが知られよう。さらに、モート

ン・トラストの保有証券状況を見ると（表3－9）、債券では、ニューヨー

ク市債を除けは、メトロトポリタン・ストリート、株式ではコンチネンタ

ル・タバコ、メトロポリタン・ストリート、シンジケート参加額ではU・

S・スチールやU・S・ラバーを除くと、アメリカン・シガーやコンソリデ

イテッド・タバコ等アメリカン・タバコ関連企業、メトロポリタン・セキ

ュリティーズ等が目立つ。

かくて、同シンジケートは、タバコ、電気自動車、電鉄といった新興産

業を中心として、新興企業を育成し、それを大企業に統合することで利益
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を得るいわば「グリーンメーラー」に近いグループであったと言えよう24）。

・ポープ・マニュファクチャリング・カンパニー（「コロンビア」、「ポー

プ・ウェイバリー」）

A・A・ポープ大佐は、1877年自転車（「コロンビア」）の製造を目的と

して、ボストンに同社を設立した。翌年、ウィード・ソーイング・マシン

社との間で部品供給契約を結び、1881年にはウィード社の支配権を獲得し、

1891年には吸収し、資本金は100万ドルとなった。1895年には、社内に自

動車製造部門を設置し、1897－1898年間に500台の電気自動車、40台のガ

ソリン車を製造・販売した。1899年に至って、既述の通り、この自動車部

門を基礎としてエレクトリック・ストーレッジと共同でコロンビア・オー

トモービル社を設立した。エレクトリック・ビークル社は1899年には

2,000台の電気車「コロンビア」を製造したと言われ、その後電気車を中
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心として車種を増やし、既述の通り、1904年には電気車とガソリン車を合

わせて37車種を数えるに至った25）。

一方、ポープ大佐は、1899年 5月、スポーツ製品メーカーのA・G・ス

ポールディング等とともに、自転車企業45社の統合を行い、資本金3,000

万ドル（普通株2,000万ドル、優先株1,000万ドル）のアメリカン・バイス
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クル社を設立した（設立金融はニューヨークのU・S・モーゲッジ・アン

ド・トラスト、ボストンのリー・ヒギンソン商会が担った）。被統合企業

株主は、新会社の普通株50％、優先株30％、現金30％を受け取る計画で、

その現金調達のために1,000万ドルの 5％債が発行された。この債券の多く

は被統合企業株主によって応募されたが、残余の630万ドルはベアリン

グ・マグーン商会によって売り出された。設立当初のアメリカン社の取締

役構成を見ると（表3－10）、ベアリング・マグーン商会、U・S・モーゲ

ッジ・アンド・トラスト、リー・ヒギンソン商会等有力金融機関関係者が

就任していることが窺えよう。しかし、自転車ブームは急速に衰え、その

ためアメリカン社も1902－1903年には倒産するに至った。その結果、1902

年12月には、W・A・リード（バーミリャ商会）を長とする再建委員会が

設立された26）。

他方、1901年10月、この自転車企業の中で、1896年以来既にインディア

ナポリスで電気自動車の生産を行っていたウェイバリー・カンパニーと蒸

気車の生産を開始していたH・A・ロージア商会の工場を統合してインタ

ーナショナル・モーター・カー・カンパニーを設立した。1903年 3月には
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社名をポープ・モーター・カーに改め、このポープ社とアメリカン社の残

余資産を統合してニュージャージーで旧社と同名のポープ・マニュファク

チャリング社を設立した（授権資本金は2,250万ドル）。その取締役構成を

見ると（表3－11）、バーミリャ商会、ヘイドン・ストーン商会等新興の

投資銀行からの取締役就任が目立っている27）。

こうして、本格的に自動車生産に進出することになり、自転車の販売台

数は、1903年 8月～1904年 7月の間、約 8万9,000台、ガソリン車は「ポー

プ・ハードフォード」・「ポープ・トリビューン」が約300台、「ポープ・ト

レド」が569台、電気車は「ポープ・ウェイバリー」が355台であった28）。電

気車については、850～2,250ドルの価格で販売された。ポープ社は1907年

に倒産したが、その結果、インディアナポリスの資産は売却され、その資

産に基づいて再びウェイバリー社が設立され、「ウェイバリー」の生産・

販売が継続された29）。

他方、ポープ社は、1908年12月に同名のまま改組・再建され、資本金は

650万ドル（普通株400万ドル、優先株250万ドル）となった。1912年 3月

には、借入金の返済および運転資金の調達を目的として100万ドルの 6％
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ノートを発行し、ボンド＆グッドウィンによって売り出された。しかし、

1913年11月には再び資金繰りが悪化し、倒産に至った30）。

・ウッズ・モーター・ビークル・カンパニー（「ウッズ・エレクトリック」）

1899年 4月、フィッシャー・エクイップメント社等を統合してニュージ

ャージー州で授権資本金1,000万ドルで設立された（そのうち350万ドルは

優先株）。東部のエレクトリック・ビークルに対抗すべくシカゴに工場を持

ち、電気自動車の生産を行った。S・インサル（シカゴ・エジソン社長）、

B・スミス（ノーザン・トラスト社長）などが株式を取得した。設計は同

社のC・E・ウッズが行ったものであったが、同社は1901年に倒産した。

1902年に改組され、1903年には16車種が登場し、新工場によって年産500

台が見込まれた。1905～1907年には40～45馬力・ 4気筒のガソリン車が生

産されたが、その後は電気車のみの生産を行った（価格は2,100～4,000ド

ル）。しかし、1918年には倒産した。

当初の取締役には、ニューヨークからは、J・W・マッカイ（コマーシ

ャル・ケーブル社長）、A・ベルモント（ベアリング・マグーン商会）、

W・S・ウェッブ（ワグナー・パレス・カー社長）、C・ミラー（スタンダ

ード・オイル）、J・W・アリソン（副社長、ワグナー・パレス・カー取締

役）、トロントからはG・A・コックス（カナディアン・バンク・オブ・コ

マース頭取）、F・ニコルス（社長、カナディアン・ノーザン・レールウェ

イ社長）、W・D・マシューズ（カナディアン・パシフィック取締役）、H・

P・ドワイト（グレイト・ノースウェスタン・テレグラフ社長）、A・E・

エイムズ（副社長、イムペリアル・ライフ副社長）、J・W・フラベル（ナ

ショナル・トラスト社長））、モントリオールからはW・バン・ホーン（カ

ナディアン・パシフィック会長）、シカゴからはH・A・ウェア（ノースウ

ェスタン・ナショナル・バンク副頭取）、C・E・ウッズ（総支配人）、B・

V・ベッカー（ニューマン・ノースロップ、レビントン＆ベッカー）、G・

米国自動車産業再編成と対外進出（1897-1933年）（3）
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H・エイトキン（シカゴ）が就任し、有力な米加グループで構成されてい

た31）。

・ウェイバリー・カンパニー（「ウェイバリー」）

ウェイバリー・エレクトリックは、1898年に、アメリカン・エレクトリ

ック・ビークル・カンパニー・オブ・シカゴとインディアナ・バイスク

ル・カンパニー・オブ・インディアナポリスの合併によって設立され、電

気自動車を生産した。その後1900年には、アメリカン・バイスクル・カン

パニーの支配下に入り、既述の通り、1901－03年にはインターナショナ

ル・モーター・カーの支配下に入った。1904年には車名は「ポープ－ウェ

イバリー」となったが、1908年、インディアナポリス工場は、H・H・ラ

イスやW・B・クーレーなど地元実業家に売却され、ウェイバリー・カン

パニーとなり、車名も再び「ウェイバリー」となった。価格は2,000～

3,000ドルから 2万ドル前後と価格帯が幅広くかつ高価格であった32）。

・ベイカー・モーター・ビークル・カンパニー（「ベイカー・エレクトリ

ック」）

W・C・ベイカーは、ホワイト・ソーイング・マシン社子会社のクリー

ブランド・マシン・スクリュウ社で働いた後、ボールベアリングに関心を

持ち、1895年に自らアメリカン・ボール・ベアリング社を設立した。ベイ

カーはホワイト一族のR・ホワイトの娘と結婚し、父親のG・W・ベイカ

ーはホワイト・ソーイングの前身であるホワイト・マニュファクチャリン

グ社をT・H・ホワイトやR・ホワイトと共同で設立し、ベイカー一族とホ

ワイト一族は密接な関係にあった。

ベイカーはその後、電気自動車の製造に乗り出し、1898年、R・ホワイ

ト、F・ホワイトとともにベイカー・モーター・ビークル社を設立した

（社長はホワイト、ベイカーは副社長）。まず、0.75馬力・重量550ポンド
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の軽量・小型のバギーを製造し、T・A・エジソンが初めての自動車とし

て購入した。その後、生産車種を増やし、1903年半ばまでには 1台850ド

ルの小型車から1,600ドルまでの大型車を販売し、その後漸次大型車にシ

フトし、1906年には 5車種、1,200ドル～4,000ドルのラインを揃えた。し

かし、騒音がなく操作性が良い等の利点はあるものの、馬力が弱い（ 1～

3.5馬力）、スピードが遅い（時速17～22マイル）、 1回の充電での走行距離

が短い（1906年で40～80マイル）等の難点があり、売り上げは伸びなかっ

た。1905年に約400台、1906年に約600台であった。1907年には電気トラッ

クの製造に乗り出した。このトラックは好評で、1912年末には200社以上

の企業が同社製トラックを利用していた。なお、1906年には、ベイカーは

アメリカン・ボール・ベアリング社に力を注ぐべく、同社副社長および機

械技師の地位を辞任した。

結局、電気自動車に対する需要は既述の原因の他、充電所網の設置が不

十分なため、減少傾向を辿り、その結果1915年 6月、ラウシュ＆ラング・

キャリッジ社と合併し、資本金250万ドルのベイカー・R&Lが誕生した

（ベイカー社の資本金は125万ドル、ラウシュ社は100万ドル）。

なお、ラウシュ社は、1884年にクリーブランドでの馬車製造企業として

設立され、1903年には自動車分野に乗り出し、1904年には電気自動車「ラ

ウシュ＆ラング」を売り出し、1905年には50台を製造した。1907年には資

本金を 7万5,000ドルから25万ドルに、1909年には100万ドルに増資した。

1908年のフルラインは 6車種 2～ 6人乗りで、価格は1,850ドル～4,000ドル

であった。生産台数は1908年：500台、1909年：1,000台であったが、フォ

ードの低価格・量産車の登場によって大型車の生産に向かい、従って生産

台数も1912年には約600台となった。ラウシュ社はその後電気自動車部門

をスチーブンス－デュリエ社に売却し、自らはベイカー－ラウラング社に

社名変更し、車体製造を専門に行うこととなった。第二次大戦後まで存続

し、1954年にはオーティス・エレベーターの傘下に入った33）。
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・ナショナル・オートモービル＆エレクトリック（「ナショナル」）

1900年、アメリカン・バイスクルのウェイバリー支部で働いていたL・

S・ダウとP・ゲッツは、ナショナル・オートモービル＆エレクトリックを

設立した（インディアナ州インディアナポリス）。1901年には、「エレクト

ロービル」とも呼ばれる 9種の電気自動車を900ドル～ 1万9,000ドルで発

売した。1902年 9月には、馬車生産部門をゲイツ－オズボーン・キャリッ

ジ社に売却し、電気自動車生産に特化すべく同社を改組し、ナショナル・

ビークル社とした。その後1904年までにさらに改組を行い、ナショナル・

モーター・ビークル社とした。結局、1906年には電気自動車の生産を停止

し、ガソリン車の生産に転換した。同年には、4気筒・30～40馬力（価格

は3,000ドル～ 2万5,500ドル）、6気筒・50～60馬力のガソリン車を発売し

た34）。

・アンダーソン・キャリッジ・マニュファクチャリング・カンパニー／ア

ンダーソン・エレクトリック・カー・カンパニー（「デトロイト・エレク

トリック」）

1844年にミシガン州で設立されたアンダーソン・キャリッジ・マニュフ

ァクチャリング社は、以後馬車の製造を行い、20世紀初頭までに約16万台

を生産したが、1907年に至って電気自動車生産に転換した。同年には「デ

トロイト・エレクトリック」を125台生産し、1908年：400台、1909年：

650台、1910年：1,500台と生産を順調に増加させた。1910年には、ホイー

ルベースが80～87インチ、価格が1,650～2,500ドルの 9車種を揃えるに至

った。また、同年電気モーター製造企業エルウェル－パーカー社（クリー

ブランド）を買収し、タイヤとホイールを除いて全部品の製造が可能とな

った。翌1911年には、社名をアンダーソン・エレクトリック・カー・カン

パニーに改め、従来のチェーンドライブに加えてシャフトドライブ導入車

種を増やした。同社の電気車は、1回の充電で211.3マイル（通常は80マイ
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ル）走行可能と言われた。1914年には生産台数は4,669台に上った35）。
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24）ペンシルバニア州の政治・経済に対するスタンダード・オイル勢力が強く、
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特に同州の鉄道、鉱山、ガス、電力、運輸、金融機関において強い。中でも、
ドーラン／ワイドナー／エルキンズ・シンジケートが強力と言われる。ドー
ランは既述の取締役の他ウィリアム・クランプ・アンド・サンの取締役を務
め、ワイドナーは、ペンシルバニア鉄道、U・S・スチール、インターナショ
ナル・マーカンタイル・マリーンの各取締役を務め、レディング鉄道の最大
株主でもあり、エルキンズはスタンダード・オイルとの関係が強い。これに
ペイン、ホイットニー、ライアンが加わることで強力なグループを形成して
いたと言えよう。Henry H. Klein, Standard Oil or the People: The End of
Corporate Control in America（1914）, pp.68－69, p.72. また、Edwin P. Hoyt,
The Whitneys: An Informal Portrait, 1635－1975（1976）, pp.53－154; Matthew
Josephson, The Robber Barons: The Great American Capitalists, 1861 －1901
（1934）, pp.381－389も参照されたい。同シンジケートの位置付けについては
今後さらに検討していきたい。

25）表3－3の数字と食い違っているが、原因は不明である。
26）C.F.C., May 20, July 22, Sept. 2, Sept. 20, 1899; Dec. 27, 1902.
27）C.F.C., Dec. 28, 1901; March 7, July 18, 1903; May 21, 1904. なお、この間の
複雑な企業の新設・改組・統合等については、Stephen B. Goddard, Colonel
Albert Pope and His American Dream Machines （2000）, Appendix 2を参
照されたい。また、同社の工場の状況については、Pope Manufacturing
Company, An Industrial Achievement, 1877－1907（1907）を参照されたい。

28）C.F.C., Jan. 14, 1905.
29）Beverly R. Kimes, H. A. Clark, Jr., op. cit., pp.1194－1195, pp.1472－1474.; C.

F.C., May 20, Sept. 30, 1899; March 7, July 18, 1903; May 21, 1905; G. S. May
ed., op. cit., pp.393－399.

30）C.F.C., Aug. 17, 1907; Dec. 12, 1908; March 23, 1912; Nov. 11, 1913.
31）Nick Baldwin et. al., ed, op. cit., pp.528－529; C.F.C., April 15, Oct. 7, 1899.
32）Beverly R. Kimes, H. A. Clark, Jr., ed., op. cit., pp.1472－1474.
33）George S. May, op. cit., pp.30－35; Richard Wager, op. cit., pp.205－218.
34）Beverly R. Kimes, H. A. Clark, Jr., ed., op. cit., pp.990－993.
35）Beverly R. Kimes, H. A. Clark, Jr., ed., op. cit., pp.426－430; George S. May

ed., op. cit., pp.123－124.
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